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Ⅰ�　は�じ�め�に

バブルが崩壊して以来，日本国内での投資が伸
び悩む中で，2000 年以降，旧 ASEAN 諸国（タ 
イ，マレーシア，インドネシア，フィリピン）や
NIES 諸国・地域（韓国，香港，台湾，シンガポー 
ル）を超えて中国やベトナム，インドなどの新興
国市場の成長とそこへの投資が増大している。こ

れに伴い，グローバルな視野でグローバルに活躍
したいというマインドを持った人材，すなわち 

「グローバル人材」への需要も増大している。日
本企業はここ数年，日本における元留学生の採用
に本格的に乗り出し，さらには海外における日本
人留学生や現地の学生を本社要員としての採用も
始めている。そういう中でグローバル人材の供給
が量的，質的に今後，十分に対応できるのかどう
かが問われていくことになろう。

そこで，本稿では，グローバル人材の需給バラ
ンスの動向，グローバル人材の中のとりわけ日本
人海外派遣者に必要とされる資質やスキル，さら
にはその現状の諸課題について筆者らがこれまで
に実施した調査結果を用いて検討したい。

特集●グローバル経営と人材育成

日本企業のグローバリゼーションと
海外派遣者

白木　三秀
（早稲田大学教授）

本稿は，日本企業が海外で様々な課題を抱える中で，特に親会社から海外オペレーション
を預かる日本人海外派遣者に焦点を当て，これまでの海外派遣者はどのような人材で，ど
のような役割を果たし，そして，どのような課題に直面しているのかを検討する。調査結
果によると，とりわけミドル・マネジメントとして派遣されている日本人派遣者は同レベ
ルの現地人上司と比べて，業務遂行能力，リーダーシップ能力，部下育成能力などにおい
て劣ると指摘されていた。旧 ASEAN 諸国ではとりわけ厳しく，トップ・マネジメント層
までが厳しい評価となっていた。これらは，語学力不足を超えて，日本人派遣者が多くの
業務上の課題を抱えているのみならず，現地スタッフのモチベーションの維持，人材の採用・
確保においても厳しい状況にあることを示唆している。対応策として，アジア新興国市場
での人材マネジメントがさらに重要性を増す中，日本人派遣者，現地スタッフの双方を含
む広義のグローバル人材マネジメント・システムを早急に構築する必要性が日本企業に課
されている。特に，日本人の海外派遣への過重な依存から脱却し，本社での外国籍スタッ
フの主要部門での活用や，現地スタッフの能力をよりグローバルに活用する必要が求めら
れている。

─アジアの現地スタッフによる上司評価からの検討
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Ⅱ�　グローバル人材の需給バランス

多国籍企業が，その固有の理念や戦略の下に，
海外でのオペレーションを継続するには，現地で
の社会・経営環境に的確に反応し，それに適合す
るような経営を行う必要がある。同時に，その経
営活動が本社統制の下に，技術・ノウハウ等の移
転・交流，そして蓄積を行い，結果としての競争
の優位性を獲得し保持する必要がある。
その競争上の優位性確保という大前提を現実の
ビジネス上で達成するにはグローバルな視野と活
動能力を有するグローバル人材が不可欠である。
グローバル人材とは，多国籍企業のグローバリ
ゼーションを潜在的・顕在的に支えるグローバル
なマインドセットを有する現有人材ならびに将来
の候補生を幅広く指すと考えられるが，本稿にお
いては本社統制の担い手として日本の世界本社か
ら派遣される「海外派遣者」を主として指すこと
として議論を進めたい。
海外派遣者は，現地オペレーションのトップま
たはシニア・マネジメントという経営管理の責任
者，あるいは経理財務担当，技術生産担当などの
機能の専門家である。海外派遣者は本来，その国
籍を問われる理由はない。本社や親会社の経営理
念なりノウハウを体現した人材であればそれで十
分であるためである。しかし実態として日本の多
国籍企業からの海外派遣者は日本人である場合が
ほとんどである。したがって以下では日本人派遣
者を取り上げる。
他方，現地法人における自主的なマーケティン
グ，広報活動，賃金水準の決定などと並んで，グ
ローバルなオペレーションを担当できる現地人材
の育成・確保・蓄積が担保される必要がある。能
力が高く，モチベーションも高い現地スタッフの
育成・活用・確保こそが，多国籍企業の競争力の
重要な源泉であるためである。
1980 年代中盤のプラザ合意後，旧ASEAN諸
国やアジアNIES 諸国・地域においては，集中的
に日本からの海外直接投資が行われたため，そ
れらの地域には操業年数の長い企業が数多く存在
する。このため，ミャンマーやバングラデシュは

言うに及ばず，中国，ベトナム，インドなどの新
興国市場と比べて，それら地域の現地法人の人材
蓄積の層は相対的にすでに厚くなっている。しか�
し，それら人材のグローバルな活用と活躍はまだ
道半ばの状態に置かれているのが実態であろう。
ということで，グローバル人材の需給バランス
については，日本人派遣者が海外に供給されるこ
とによりグローバル人材の旺盛な需要が何とか満
たされているため，現地法人で育成された人材の
供給力は高まりつつあるものの，日本ならびに第
三国での需要の余地は少なく，この面で需給の�
アンバランスが発生していると言ってよい。
他方，近年積極的に行われるようになった元留
学生の採用，海外における日本人留学生や現地人
学生の採用という流れが，かれらの育成を経てグ
ローバル人材の供給力として実際の効果を持つの
はまだ先のことである。しかし，日本人海外派遣
者の供給という現状を超えてグローバル人材の需
要が満たされていくプロセスは，確実に進展して
行かざるを得ないであろう。というのも，今後，
日本人派遣者自身の供給力が質量ともに制約に直
面し，他方で，例えば現在採用されている元留学
生などのように現状で潜在的な供給力にとどまっ
ている人的資源が今後，5年後，10 年後に戦力ス
タッフとして育ち，グローバル人材の供給力とし
て顕在化していくものと想定されるためである。
とはいえ，当面は日本人海外派遣者が顕在的な
グローバル人材の実質の多くを形成していること
は疑いがない。そこで以下では，旧ASEAN 諸
国やアジアNIES 諸国・地域を超えて新興国市場
での日本企業のオペレーションも広がる中で，日
本の多国籍企業からの「海外派遣者」について，
その適性，各種マネジメント能力，対人関係構築
能力などいくつかの観点から検討を行い，それを
通じて今後の日本企業のグローバル人材マネジ�
メントの展望を試みよう。
その前に海外派遣者の量的状況について確認し
ておく必要がある。節を改めて検討することにし
よう。
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Ⅲ　海外派遣者の増大

現在，グローバリゼーションに伴う企業内転勤
としてどれくらいの日本人が海外に派遣されてい
るのだろうか。最も実態に近く，時系列で分かる
統計は外務省（1996 ～ 2010 年）が公表している『海
外在留邦人数統計』である。この統計で海外派遣
者に相当するのは，「長期滞在者」（3カ月以上の
滞在者で永住者ではない邦人）のうちの日系の「民
間企業関係者」の「本人」である。図 1から次の
ことが分かる。
第 1に，日本人海外派遣者数はここ数年頭打ち
気味であるとはいえ，傾向的には増大しており，
特にその増加は 2000 年に入ってからが際立って
いる。2010 年現在，その数は 23 万 1827 人となっ
ている。
第 2に，地域別では北米，西欧が停滞的である
のに比べて，アジアの激増がこれも 2000 年以降
に著しい。アジアへの派遣者数は，2010 年現在，

13 万 6705 人となっており，全体の約 59 .0％を
占める。同比率は 1996 年，2000 年にはそれぞれ
35.7％，36.3％であったため，ここ 10 年ほどで一
気に 23％ポイント増大したといえる。なお，図
では示さないが，アジアのなかでは中国への派遣
者数が突出しており，2010 年現在，7 万 2186 人�
（アジアの中の 53％）である。
ここで，どういう人がどういう役割で派遣さ
れているのかを，別の大規模調査で確認してお
こう 1）。海外派遣者の属性を見ると，2006 年 10
月現在の平均年齢は 46.1 歳であった。1993 年
における同様の調査では平均年齢は 41.3 歳で
あったから，この間に 5 歳ほど着実に加齢し
ているといえる。海外派遣者の派遣元企業に
おける平均勤続年数は 20.0 年であり，平均像
では 40 歳代半ばのベテラン社員が派遣されて
いることが分かる。さらに，海外派遣に伴い
職位は 1.9 ランク上昇する。ただし会長・社長
を 1，役員クラスを 2，部長クラスを 3，課長ク
ラスを 4，係長クラスを 5，一般従業員クラス

図 1　日系企業における「日本人海外派遣者数」の推移（1996 ～ 2010 年）（単位：人）

注：「日本人海外派遣者数」とは，「長期滞在者」のうちの「民間企業関係者」の「本人」のことである。
出所：『海外在留邦人数統計』（外務省）。
　　　http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/tokei/hojin/index.html,�up�dated�on�March�20,�2012.
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を 7 と点数化し，赴任前と赴任中の職位を比較
した結果である。職位の上昇に伴い，職域は広
く，職責は重くなっていることは言うまでもな�
い。そしてこのことが，後述の通り重要な意味を
持つ。
それでは，逆に，企業内転勤に伴う地域別入国
外国人数（在留資格「企業内転勤」者数）はどのよ
うになっているのかを検討する。表 1がそのため
のものである。企業内転勤により，日本に在留
する外国人の数は，2006 年，2007 年，2008 年，
2009 年，2010 年にはそれぞれ 5万 4397 人，6 万
79 人，6万 1133 人，5万 2624 人，5万 3855 人と
推移している。これらの数字からいくつかのこと
が分かる。
第 1 に，2008 年のリーマン・ショックを境と
して，あるいは 2008 年をピークとして企業内転
勤者数は激減したが，2010 年現在持ち直しつつ
あるといえる。
第 2に，日本人の海外派遣者数である 23 万人
と比べると，日本への外国人派遣者数である企業
内転勤者数 5万～ 6 万人という規模は，4分の 1
くらいにとどまる。ただし，日本への外国人派遣
者数は，必ずしも日本企業におけるグループ企業
内の国際間移動だけというわけではない。外資系

企業の中の企業内転勤者も当然含まれるので，解
釈には留意が必要である。ただし，両者間の内訳
は残念ながら不明である。
第 3に，表 1により 2006 年と 2010 年を比べる�
と，企業内転勤者の地域別内訳の変化が見て取
れる。明らかにアジアの構成比が 51.2 ％から
59.7％へと大きく増大し，他方で，ヨーロッパ，
北米等の構成比が縮小している。現在の日本への
外国人派遣者数の約 6 割はアジアからであり，
この比率は，日本人海外派遣者数のアジアの構成
比とほぼ同じである。企業内転勤で見る限り，日
本から海外へと海外から日本への双方の移動にお
いてその約 6割はアジアが占めており，これがグ
ループ企業内の労働移動におけるデ・ファクトと
してのアジア地域集約化への方向性を示している
と解釈できる。
第 4に，アジア企業内転勤者を国別に見ると，
中国と韓国の構成比がきわめて大きいことが明ら
かである。日本企業におけるグループ企業内の国
際間移動なのか，中国企業または韓国企業におけ
るそれなのかは不明であるが，筆者の数社からの
ヒアリングに基づくカジュアル・オブザベーショ
ンでは，中国の場合は日本企業における育成や業
務従事を目的とするグループ企業内移動が多く，

表 1　地域（国籍）別入国外国人数（在留資格「企業内転勤」）の推移

2006 年（人・％）2010 年（人・％）
合計 54,397 100.0 53,855 100.0
アジア 27,864 51.2 32,141 59.7
ヨーロッパ 13,733 25.2 11,556 21.5
アフリカ 201 0.4 111 0.2
北米 10,605 19.5 8,455 15.7
南米 339 0.6 481 0.9
オセアニア 1,655 3.0 1,108 2.1
無国籍 0 0 3 0.0
（うち主なアジア，人・％（ただしア
ジアを 100％とする）） 　 　 　 　

中国 8,095 29.1 10,666 33.2
台湾 2,831 10.2 3,033 9.4
インド 1,631 5.9 2,102 6.5
韓国 10,805 38.8 10,700 33.3
マレーシア 543 1.9 556 1.7
フィリピン 1,182 4.2 1,587 4.9
シンガポール 565 2 505 1.6
タイ 562 2 872 2.7
ベトナム 207 0.7 466 1.4
注：�2007 年，2008 年，2009 年の合計数はそれぞれ 60,079 人，61,133 人，52,624 人で�
あった。

出所：法務省入国管理局データ。
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韓国の場合は韓国企業における経営管理を目的と
するグループ企業内移動がより多いものと想定
される。いずれにせよ，この間に企業内転勤者
数がより大きく伸びているのは，中国，インド，
フィリピン，タイ，それにベトナムであり，旧
ASEAN諸国と新興諸国である．

Ⅳ�　海外派遣者に対する現地スタッフの
評価

海外派遣者のミッション（使命や役割）は現地
での職位により大きく異なる。トップ・マネジメ
ントまたはそれに近い上位の役職であればあるほ
ど現地法人の統制，経営理念・経営手法の浸透
や伝導が重要であり，現場のラインを預かるミド�
ル・マネジャーであれば，後任の育成や専門技術
やノウハウの移転がより重要なミッションとなる。
さらにこれら①「海外派遣者の職位」に加え�
て，さらに②「現地法人の成長段階」（操業期間
の長短が代理指標となろう），③「資本構成のあり
方」（単独出資であるか，合弁であるか，合弁の場合
に過半数出資であるかどうかなど），そして④「現
地法人の戦略的位置づけ」（それら現地法人の特性
と密接に関連しながら決定される）という 4つの要
素が，海外派遣者個々人のミッションを規定す�
る。
ところで，派遣元である親会社にとって重要な
関心事は，派遣者がそれぞれのミッションをどの
程度，達成しているかということであろう。その
点が最も重要であることは疑いがない。この点に
ついては我々の調査の第 1次の暫定的分析結果に
基づき，すでに別稿で論じている 2）。その中で明
らかになっている点は，「ミッション達成度」を
被説明変数として回帰分析を行うと，海外派遣者
の 4つの行動特性である「マネジメント能力」，
「リーダーシップ」，「行動の柔軟性」，それに「異
文化リテラシー」という説明変数（これらは 62 項
目の設問の因子分析から導出された）に加えて，個
人特性である海外勤務経験年数や職位などがプラ
スに影響していた。他方，中国をレファレンス・
グループとする国別のダミー変数では，インド，
マレーシア，インドネシアはマイナスに影響して

いた。インドは日本人派遣者にとって不慣れな地
域であり，またマレーシア，インドネシアはイス
ラム教の国であることがマイナスとなった理由と
考えられる。
日本企業のグローバリゼーションの進展に伴
い，海外勤務を経験する日本人スタッフは多く
なってきているが，海外勤務経験年数が長い，あ
るいは 1回の海外勤務年数が 4～ 5年となってい
る現状を考えると，若い年齢段階で海外勤務を経
験しておくと，40 歳代にトップあるいはシニア・
マネジメントとして赴任する場合には「高いミッ
ション達成度」という形で後ほど報われる人的投
資となりうることを第 1次の暫定結果は示唆して
いる。もちろん，この分析は，厳密な分析が今後
に残されているという点を除いて，海外勤務者の
成功者だけが長期の海外勤務経験者になるという
サンプリング・バイアスを含んでいるかもしれな
いということは否定できない。
それと同時に，当該日本人派遣者が現地スタッ
フに十分，受け入れられているかどうか，高く評
価されているかどうかという点は，当該派遣者と
現地スタッフとが協働して経営成果を出すという
点を考えれば，現地法人の業績向上の重要な要素
となることは明らかである。
そればかりではなく，直属の部下からの評価を
検討することを通じて，当該派遣者がどのような
点でトップあるいはミドルのマネジメントとして
優れた点を持ち，それと同時に他方で，弱点を抱
えているかがかなりの程度まで明らかとなるであ
ろう。そのことを通じて，日本人派遣者の強みと
課題が具体的に示されるはずである。
そこで，アジアにおける現地法人の部下から海
外派遣者である日本人上司がどのように評価され
ているかを見てみたい。具体的には，在アジア日
系企業に働くホワイトカラーを対象に，彼らが自
分の直属上司（現地人上司と日本人上司）に対し，
業務遂行能力，問題解決能力，リーダーシップ，
部下育成能力，信頼構築能力，異文化リテラシー，
そして対人関係構築能力など 62 項目にわたりど
のような評価をしているのかについてアンケート
調査を実施した 3）。
調査方法としては，各現地法人を訪問し，日本
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人派遣者の直属の部下に対するアンケート調査を
依頼し，またそれと同数くらいの現地人上司の直
属の部下のアンケートを依頼した。回収方法は秘
密性を保持する方法で行い，各現地法人の事情に
より紙媒体を通じて郵送による回収を行った場合
と，電子媒体により被調査者から直接われわれの
方に回答してもらった場合とを併用した。以下で
調査被対象者（上司）と調査回答者（部下）の属
性を見ておこう。
まず，調査被対象者（上司）の性別を見ると以

下の通りである（表 2参照）。日本人上司の場合，

ほぼ 100 ％が男性である。これには地域別な違
いはない。これに対し，現地人上司の場合，男
性比率は 78％にとどまる。ただし，インドのみ
98.6 ％と，ほとんどが男性となっている。つま�
り，調査対象となった日本人上司はほとんどが男
性であるが，現地人上司の場合の同比率は約 8割
にとどまるのである。
次に日本人上司と現地人上司の職位を示したの
が，表 3である。この表から，日本人上司の場合，
役員以上が 36.1 ％，部長クラスが 46.5 ％，課長
クラスが 14.0 ％となっているが，現地人上司の

表 2　日本人上司・現地人上司の男女別構成（国・地域別）

中国 ASEAN インド 合計

日
本
人
上
司

1. 男性 522 510 84 1116
98.9 98.8 100.0 98.9

2. 女性 6 6 0 12
1.1 1.2 0.0 1.1

合計 528 516 84 1128
100.0 100.0 100.0 100.0

現
地
人
上
司

1. 男性 427 297 70 794
76.7 75.6 98.6 77.8

2. 女性 130 96 1 227
23.3 24.4 1.4 22.2

合計 557 393 71 1021
100.0 100.0 100.0 100.0

注：上段度数，下段パーセンテージである。以下同様。

表 3　日本人上司・現地人上司の職位別構成（国・地域別）

中国 ASEAN インド 合計

日
本
人
上
司

役員以上 132 225 55 412
24.9 42.9 64.7 36.1

部長クラス 307 198 26 531
57.8 37.7 30.6 46.5

課長クラス 78 80 2 160
14.7 15.2 2.4 14.0

係長以下 4 12 1 17
0.8 2.3 1.2 1.5

アドバイザー 10 10 1 21
1.9 1.9 1.2 1.8

合計 531 525 85 1141
100.0 100.0 100.0 100.0

現
地
人
上
司

役員以上 44 99 24 167
7.9 24.8 33.8 16.2

部長クラス 305 182 32 519
54.6 45.6 45.1 50.4

課長クラス 189 89 11 289
33.8 22.3 15.5 28.1

係長以下 19 27 4 50
3.4 6.8 5.6 4.9

アドバイザー 2 2 0 4
0.4 0.5 0.0 0.4

合計 559 399 71 1029
100.0 100.0 100.0 100.0
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場合はそれぞれ，16.2 ％，50.4 ％，28.1 ％となっ
ており，日本人上司の場合には役員以上が，他方，
現地人上司の場合には課長クラスが相対的に多く
なっていることが分かる。国・地域別に見ると，
まず日本人上司においてはインドで役員以上が多
く，中国で役員以上が少なく，部長クラスが多い
ことが分かる。現地人上司においてもインドで役
員以上が多く，中国で役員以上が少なく，部長ク
ラスが比較的多いことが分かる。
他方，調査回答者（部下）の属性は以下の通り
である。まず表 4で年齢について見ると，日本人
を上司とする部下も現地人を上司とする部下も
30 代が最も多く，それぞれ 46.6％，49.6％となっ

ているが，20 代は現地人を上司とする部下に多
く，日本人を上司とする部下に比較的少なくなっ
ており，40 代の場合はその逆で日本人を上司と
する部下の方で多くなっている。つまり，日本人
を上司とする部下の年齢構成は現地人を上司とす
る部下よりやや高めとなっていることを表す。こ
れは，日本人上司の役職が現地人上司の役職より
やや高くなっていた表 3の結果と整合的であると
考えられる。つまり，直属上司の役職が高ければ
部下の年齢もそれにつれて高めとなるのであろう。
表 5で性別構成について見ると，日本人を上司
とする部下も現地人を上司とする部下も男性の比
率はそれぞれ 62.5％，62.3％とほぼ同じである。

表 4　日本人上司の部下と現地人上司の部下の年齢構成（国・地域別）

中国 ASEAN インド 合計

日
本
人
上
司
を
持
つ
部
下

1.　25 歳未満 13 9 4 26
2.4 1.7 4.7 2.3

2.　25 ～ 29 歳 101 77 7 185
18.9 14.7 8.2 16.2

3.　30 ～ 34 歳 137 93 14 244
25.7 17.8 16.5 21.4

4.　35 ～ 39 歳 148 114 26 288
27.8 21.8 30.6 25.2

5.　40 ～ 44 歳 73 122 20 215
13.7 23.3 23.5 18.8

6.　45 ～ 49 歳 42 65 5 112
7.9 12.4 5.9 9.8

7.　50 ～ 54 歳 14 32 7 53
2.6 6.1 8.2 4.6

8.　55 ～ 60 歳 5 10 2 17
0.9 1.9 2.4 1.5

9.　60 歳以上 0 1 0 1
0.0 0.2 0.0 0.1

合計 533 523 85 1141
100.0 100.0 100.0 100.0

現
地
人
上
司
を
持
つ
部
下

1.　25 歳未満 18 8 7 33
3.2 2.0 9.9 3.2

2.　25 ～ 29 歳 188 59 16 263
33.6 14.8 22.5 25.5

3.　30 ～ 34 歳 162 95 14 271
28.9 23.8 19.7 26.3

4.　35 ～ 39 歳 114 116 10 240
20.4 29.1 14.1 23.3

5.　40 ～ 44 歳 42 83 10 135
7.5 20.8 14.1 13.1

6.　45 ～ 49 歳 27 27 6 60
4.8 6.8 8.5 5.8

7.　50 ～ 54 歳 7 9 5 21
1.3 2.3 7.0 2.0

8.　55 ～ 60 歳 2 2 3 7
0.4 0.5 4.2 0.7

合計 560 399 71 1030
100.0 100.0 100.0 100.0



12 No. 623/June 2012

つまり，上司で特に日本人派遣者の場合は 100％
近くが男性であったが，部下の場合は 38％くら
いが女性となっている。国・地域別では，インド
で男性への偏りが大きい。インドでは本調査で見
る限り，上司も部下も男性のプレゼンスが大きい
といえる。
さらに表 6で学歴構成を見ると，日本人を上司
とする部下も現地人を上司とする部下も大卒比率

がそれぞれ 64.1 ％，58.5 ％となっており，過半
数が大卒以上の学歴であるという点で共通してい
る。ただし若干ではあるが，日本人を上司とする
部下の方で学歴水準が高いといえる。
以上のような日本人上司・現地人上司ならびに
日本人上司の部下・現地人上司の部下の諸特徴
を念頭に置きながら，現地人部下の直属上司へ
の 62 項目のうち異文化リテラシーに関する 4項

表 5　日本人上司の部下と現地人上司の部下の男女別構成（国・地域別）

中国 ASEAN インド 合計
日
本
人
上
司
を
持
つ

部
下

1.　男性 303 335 74 712
56.8 64.2 87.1 62.5

2.　女性 230 187 11 428
43.2 35.8 12.9 37.5

合計 533 522 85 1140
100.0 100.0 100.0 100.0

現
地
人
上
司
を
持
つ

部
下

1.　男性 350 231 61 642
62.3 58.0 85.9 62.3

2.　女性 212 167 10 389
37.7 42.0 14.1 37.7

合計 562 398 71 1031
100.0 100.0 100.0 100.0

表 6　日本人上司の部下と現地人上司の部下の学歴別構成（国・地域別）

中国 ASEAN インド 合計

日
本
人
上
司
を
持
つ
部
下

1.　高卒 19 26 2 47
3.6 5.0 2.4 4.1

2.　短大卒 142 60 2 204
26.6 11.4 2.4 17.8

3.　大卒 322 356 55 733
60.3 67.8 64.7 64.1

4.　修士卒 43 79 26 148
8.1 15.0 30.6 12.9

5.　博士卒 4 1 0 5
0.7 0.2 0.0 0.4

不明 4 3 0 7
0.7 0.6 0.0 0.6

合計 534 525 85 1144
100.0 100.0 100.0 100.0

現
地
人
上
司
を
持
つ
部
下

1.　高卒 65 47 2 114
11.6 11.8 2.8 11.0

2.　短大卒 148 56 8 212
26.3 14.0 11.3 20.5

3.　大卒 305 258 41 604
54.3 64.5 57.7 58.5

4.　修士卒 38 35 18 91
6.8 8.8 25.4 8.8

5.　博士卒 5 0 0 5
0.9 0.0 0.0 0.5

不明 1 4 2 7
0.2 1.0 2.8 0.7

合計 562 400 71 1033
100.0 100.0 100.0 100.0
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目（これは現地人上司に対しては該当しない項目で
あるため）を除く 58 項目にわたる評価に関する
日本人上司（派遣者）・現地人上司の差異を中国，
ASEAN，インドの順に検討しよう。各設問は，�
「全くその通り」から「全く違う」までの 5段階
で評価してもらった結果である。
表 7は，中国人部下の直属上司への評価に関す
る日本人上司（派遣者）・中国人上司別差異を t-
検定により比較し，現地での役職別に示したもの
である。便宜上，統計的に有意な差のある項目の
みを示している。そこから以下のようなことが分
かる。
役員以上の場合，「部下を適切に叱る」（以上，

部下管理能力），「戦略立案ができる」「改善に取り
組む」「方針を堅持する」（以上，業務遂行能力），�
「規則を尊重する」「他部門の悪口を言わない」�

「自分の信念に忠実」（以上，組織責任感），「幅広
い好奇心」（以上，開放性）の 8項目で日本人上司
の方が高く評価されている。日本人上司の方で有
意に低く評価される項目はない。トップ ･マネジ
メントにはそういうことのできる有能な人材が親
会社から派遣されている結果と見ることもできる
し，同時に海外赴任経験が長く，現地経営経験の
豊富な人が多く含まれているためと見ることもで
きよう。
これに対し，部課長の場合，「数字分析に強い」

「専門知識が豊富である」（以上，業務遂行能力），
規則を尊重する（以上，組織責任感）という 3項
目においては，日本人上司の方が高く評価されて
いる。これに対し，組織責任感に含まれるカテ
ゴリーを除くすべてのカテゴリーにおいて，合計
20 項目において中国人上司の方が高く評価され

表 7　中国人部下から見た直属上司の国籍別評価（t 検定結果）

トップ・マネジメント（n=176） ミドル・マネジメント（n=902）
日本人�n=132
（標準偏差）

現地人�n=44
（標準偏差） t�値 日本人�n=389

（標準偏差）
現地人�n=513
（標準偏差） t�値

部
下
管
理
能
力

部下に対する気配りや関心を示している 4.04�（0.89�） 4.12�（0.99�） − 0.47� 3.84�（0.98�） 3.96�（0.86�） − 1.99 *
部下に自立的に学べる環境・時間を与えている 3.95�（0.84�） 3.77�（1.03�） 1.06� 3.62�（0.98�） 3.75�（0.93�） − 1.98 *
叱るべき時は部下を適切に叱っている 4.05�（0.81�） 3.75�（0.94�） 2.01 * 3.76�（0.90�） 3.85�（0.81�） − 1.53�
部下育成のためのチャンスを与えている 3.92�（0.94�） 3.86�（1.21�） 0.30� 3.61�（1.03�） 3.79�（0.96�） − 2.61�**
部下の間違いを的確に指摘している 4.09�（0.80�） 3.98�（0.85�） 0.78� 3.84�（0.93�） 3.96�（0.79�） − 2.13�*
部下に仕事に対する取り組み方を教えている 3.94�（0.88�） 3.86�（1.03�） 0.44� 3.66�（0.99�） 3.87�（0.93�） − 3.22�**
曖昧な状況や誤解を解消しようとする 4.10�（0.87�） 4.05�（0.87�） 0.36� 3.77�（0.90�） 3.95�（0.85�） − 3.03�**

業
務
遂
行
能
力

業務を迅速に遂行できる 4.21�（0.83�） 4.20�（0.85�） 0.02� 3.91�（0.93�） 4.05�（0.84�） − 2.36�*
意思決定が速い 4.22�（0.91�） 4.11�（0.97�） 0.61� 3.76�（1.02�） 3.98�（0.92�） − 3.49�**
仕事の優先順位が明確である 4.38�（0.85�） 4.34�（0.89�） 0.25� 4.10�（0.92�） 4.27�（0.77�） − 3.00�**
戦略立案ができる����������������� 4.26�（0.78�） 3.88�（0.98�） 2.30 * 3.73�（1.03�） 3.77�（0.96�） − 0.68�
数字分析に強い 4.36�（0.82�） 4.07�（0.95�） 1.85� 4.11�（0.91�） 3.92�（0.92�） 3.20 **
問題が発生した時に素早く対応できる 4.22�（0.84�） 4.23�（0.80�） − 0.04� 3.98�（0.94�） 4.11�（0.82�） − 2.28�*
専門知識が豊富である 4.26�（0.80�） 4.02�（1.11�） 1.30� 4.12�（0.87�） 4.01�（0.86�） 2.03 *
対外交渉力が強い 4.21�（0.91�） 4.16�（0.91�） 0.32� 3.66�（0.96�） 3.99�（0.89�） − 5.47�**
常に改善に取り組む 4.24�（0.83�） 3.91�（0.98�） 2.02 * 3.93�（0.92�） 3.93�（0.85�） 0.04�
仕事上の方針がぶれない 4.42�（0.87�） 4.00�（1.00�） 2.49 * 4.17�（0.91�） 4.12�（0.86�） 0.75�
将来のニーズやチャンスを先取りする 3.94�（0.86�） 3.95�（0.96�） − 0.10� 3.63�（0.89�） 3.77�（0.87�） − 2.38�*
業務上の新たな知識やスキルを積極的に習得する 4.15�（0.85�） 4.05�（1.02�） 0.57� 3.96�（0.94�） 4.09�（0.81�） − 2.21�*
既存のやり方にとらわれず，臨機応変に対応する 4.19�（0.89�） 4.02�（0.93�） 1.05� 3.80�（0.97�） 4.03�（0.82�） − 3.82�**
上から高く評価されている 4.05�（0.89�） 4.07�（0.97�） − 0.09� 3.80�（0.93�） 4.02�（0.80�） − 3.70�**
顧客から高く評価されている 4.10�（0.83�） 3.89�（1.02�） 1.26� 3.67�（0.94�） 3.85�（0.84�） − 3.03�**
関連部署から支援や理解を得ている 4.19�（0.79�） 3.93�（0.87�） 1.73� 3.81�（0.87�） 3.93�（0.78�） − 2.02�*

組

　織

責
任
感

規則を尊重し，適切に行動をする 4.48�（0.75�） 4.18�（0.92�） 2.15 * 4.36�（0.78�） 4.25�（0.83�） 1.99 *
他部門の悪口を言わない 4.35�（0.81�） 3.95�（0.94�） 2.49 * 4.17�（0.88�） 4.09�（0.87�） 1.29�
自分の信念に忠実である 4.48�（0.72�） 4.19�（1.01�） 1.89 *� 4.11�（0.84�） 4.17�（0.76�） − 1.20�

開
放
性

人脈（社内・社外）が広い 4.14�（0.87�） 4.32�（0.83�） − 1.21� 3.61�（0.98�） 4.11�（0.85�） − 8.16�**
視野・見識が広い 4.20�（0.88�） 4.02�（1.01�） 1.00� 3.82�（0.92�） 4.04�（0.85�） − 3.72�**
幅広い好奇心を持ち，新しい仕事・挑戦に意欲的である 4.15�（0.88�） 3.82�（0.99�） 2.08 * 3.77�（0.90�） 3.87�（0.90�） − 1.61�
上の人が間違っていたら，はっきり指摘する 3.62�（0.84�） 3.68�（0.96�） − 0.35� 3.44�（0.93�） 3.57�（0.95�） − 2.12�*

注：*P ＜ 0.05　**p ＜ 0.01　　t 値数字の白ヌキ＝日本人上司＞現地人上司　　t値数字のアミカケ＝日本人上司＜現地人上司
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ている。際立つのは，業務遂行やリーダーシップ
にかかわる多くの項目で低く評価されている点で
ある。また部下管理能力のカテゴリーにおいても
「部下に対する気配りや関心を示している」「部下

に自立的に学べる環境・時間を与えている」「部
下育成のためのチャンスを与えている」「部下の
間違いを的確に指摘する」「部下に仕事に対する
取り組みを教えている」の 5項目で中国人上司・

表 8　ＡＳＥＡＮ各国の現地人部下から見た直属上司の国籍別評価（t 検定結果）

トップ・マネジメント（n=317） ミドル・マネジメント（n=593）
日本人�n=220
（標準偏差）

現地人�n=97
（標準偏差） t値 日本人�n=293

（標準偏差）
現地人 n=300
（標準偏差） t値

部
下
管
理
能
力

部下に対する気配りや関心を示している 3.76�（0.75�） 3.88�（0.86�） − 1.08� 3.54�（0.96�） 3.77�（0.86�） − 2.88�**
部下の成果を客観的に評価している 3.70�（0.75�） 3.91�（0.78�） − 1.97�* 3.66�（0.94�） 3.72�（0.92�） − 0.80�
部下の経験や能力を考慮し，権限を委譲している 3.84�（0.75�） 3.94�（0.79�） − 1.02� 3.63�（1.00�） 3.84�（0.87�） − 2.62 **
部下が問題に遭遇した際に，適切な手助けをする 4.01�（0.75�） 4.15�（0.89�） − 1.32� 3.78�（0.97�） 3.95�（0.86�） − 2.23 *
部下に対する評価を具体的にフィードバックしている 3.59�（0.75�） 3.65�（0.89�） − 0.51� 3.50�（0.97�） 3.69�（0.87�） − 2.40 *
部下に自立的に学べる環境・時間を与えている 3.75�（0.75�） 3.99�（0.87�） − 2.19�* 3.62�（0.94�） 3.80�（0.83�） − 2.36 *
叱るべき時は部下を適切に叱っている 3.67�（0.75�） 3.81�（0.86�） − 1.45� 3.43�（0.92�） 3.70�（0.88�） − 3.42 **
部下育成のためのチャンスを与えている 3.66�（0.75�） 3.92�（0.88�） − 2.22�* 3.59�（1.03�） 3.83�（0.87�） − 2.97 **
部下に仕事に対する取り組み方を教えている 3.58�（0.75�） 3.77�（0.86�） − 1.87� 3.46�（0.92�） 3.72�（0.81�） − 3.48 **
目標実現のための各人の役割を部下に自覚させている 3.79�（0.75�） 3.91�（0.83�） − 1.25� 3.55�（0.91�） 3.78�（0.82�） − 3.14 **
言葉で表現されなくても相手の思考・感情を察知する 3.48�（0.75�） 3.67�（0.81�） − 1.94� 3.27�（0.93�） 3.52�（0.86�） − 3.18 **
部下に明確な業務目標を示している 3.82�（0.75�） 4.00�（0.89�） − 1.70� 3.57�（0.92�） 3.81�（0.85�） − 3.17 **
あらゆる状況において，冷静に対応できる 3.61�（0.75�） 3.91�（0.90�） − 2.68�** 3.59�（1.04�） 3.72�（1.01�） − 1.53�
曖昧な状況や誤解を解消しようとする 3.65�（0.75�） 3.96�（0.74�） − 3.33�** 3.48�（0.91�） 3.67�（0.88�） − 2.47 *
他部門からの支援を求められる時，支援する 3.99�（0.75�） 4.18�（0.79�） − 1.94� 3.91�（0.84�） 4.11�（0.75�） − 3.05 **

業
務
遂
行
能
力

業務を迅速に遂行できる 3.87�（0.75�） 4.04�（0.81�） − 1.75� 3.59�（0.92�） 3.85�（0.81�） − 3.43 **
業務上の時間管理が効果的である 3.88�（0.75�） 4.03�（0.81�） − 1.56� 3.48�（0.97�） 3.72�（0.90�） − 3.07 **
意思決定が速い 3.78�（0.90�） 4.00�（0.91�） − 2.02�* 3.44�（0.97�） 3.75�（0.86�） − 4.03 **
目標達成志向が強い 4.08�（0.74�） 4.24�（0.83�） − 1.71� 3.79�（0.89�） 3.96�（0.86�） − 2.17 *
仕事の優先順位が明確である 3.91�（0.75�） 4.02�（0.85�） − 1.09� 3.60�（0.97�） 3.76�（0.88�） − 2.01 *
戦略立案ができる����������������� 3.88�（0.83�） 4.01�（0.74�） − 1.37� 3.40�（0.88�） 3.79�（0.82�） − 5.35 **
数字分析に強い 3.95�（0.82�） 4.06�（0.79�） − 1.15� 3.67�（0.87�） 3.90�（0.85�） − 3.03 **
問題が発生した時に素早く対応できる 3.82�（0.75�） 3.98�（0.85�） − 1.54� 3.51�（0.98�） 3.82�（0.88�） − 3.90 **
専門知識が豊富である 3.81�（0.83�） 3.99�（0.83�） − 1.74� 3.60�（0.93�） 3.79�（0.92�） − 2.39 *
問題点を素早く発見できる 3.76�（0.75�） 3.96�（0.81�） − 1.99�* 3.51�（0.92�） 3.74�（0.85�） − 2.94 **
指示や説明が分かりやすい 3.75�（0.75�） 3.94�（0.86�） − 1.88� 3.41�（1.04�） 3.75�（0.90�） − 4.06 **
対外交渉力が強い 3.67�（0.82�） 4.09�（0.80�） − 4.30�** 3.36�（0.97�） 3.82�（0.93�） − 5.70 **
常に改善に取り組む 3.77�（0.85�） 3.96�（0.89�） − 1.73� 3.52�（1.03�） 3.83�（0.95�） − 3.62 **
問題の因果関係を突き止め，対策を立てることができる 3.79�（0.75�） 3.91�（0.85�） − 1.13� 3.52�（0.92�） 3.79�（0.88�） − 3.60 **
将来のニーズやチャンスを先取りする 3.81�（0.75�） 3.91�（0.78�） − 1.02� 3.53�（0.87�） 3.77�（0.79�） − 3.51 **
業務上の新たな知識やスキルを積極的に習得する 3.89�（0.75�） 4.06�（0.86�） − 1.71� 3.67�（0.91�） 3.87�（0.91�） − 2.58 **
既存のやり方にとらわれず，臨機応変に対応する 3.80�（0.75�） 4.00�（0.78�） − 2.05�* 3.64�（1.00�） 3.84�（0.88�） − 2.55 *
上から高く評価されている 3.82�（0.75�） 3.91�（0.79�） − 0.83� 3.53�（0.86�） 3.72�（0.86�） − 2.51 *
顧客から高く評価されている 3.66�（0.75�） 3.74�（0.79�） − 0.82� 3.34�（0.81�） 3.56�（0.86�） − 3.01 **
目標実現に向けて，リスクをとることができる 3.65�（0.75�） 3.86�（0.92�） − 1.90� 3.35�（1.01�） 3.61�（0.94�） − 3.12 **
関連部署から支援や理解を得ている 3.83�（0.75�） 3.90�（0.76�） − 0.69� 3.56�（0.83�） 3.76�（0.76�） − 2.95 **

情
報
発
信

会社の進むべき方向を明確に部下に伝える 3.70�（0.75�） 3.91�（0.87�） − 1.92� 3.42�（1.03�） 3.60�（0.91�） − 2.23 *
ビジョンの実現進捗状況を部下と共有する 3.67�（0.75�） 3.86�（0.78�） − 1.89� 3.37�（1.00�） 3.58�（0.83�） − 2.69 **
会社または親会社に関する情報を部下に伝える 3.70�（0.75�） 3.83�（0.85�） − 1.28� 3.43�（1.02�） 3.72�（0.85�） − 3.65 **
将来部門の進むべき方向をはっきり示す 3.60�（0.75�） 3.75�（0.83�） − 1.46� 3.38�（1.06�） 3.65�（0.91�） − 3.12 **
現場の状況を客観的に会社または親会社に伝える 3.83�（0.75�） 3.97�（0.84�） − 1.35� 3.48�（0.98�） 3.77�（0.88�） − 3.59 **

組

　織

責
任
感

規則を尊重し，適切に行動をする 4.10�（0.75�） 4.32�（0.74�） − 2.48 * 4.01�（0.85�） 4.02�（0.86�） − 0.16�
自分の信念に忠実である 4.04�（0.75�） 4.25�（0.75�） − 2.25 * 3.80�（0.86�） 3.97�（0.77�） − 2.48 *

開
放
性

人脈（社内・社外）が広い 3.64�（0.75�） 4.09�（0.88�） − 4.24 ** 3.44�（0.91�） 3.75�（0.90�） − 4.01 **
視野・見識が広い 3.81�（0.75�） 4.04�（0.82�） − 2.29 * 3.51�（0.89�） 3.73�（0.90�） − 2.85 **
幅広い好奇心を持ち，新しい仕事・挑戦に意欲的である 3.77�（0.75�） 3.95�（0.89�） − 1.71� 3.52�（0.91�） 3.77�（0.91�） − 3.30 **
上の人が間違っていたら，はっきり指摘する 3.37�（0.75�） 3.50�（0.82�） − 1.22� 3.13�（0.92�） 3.40�（0.88�） − 3.51 **

注：*P ＜ 0.05　**p ＜ 0.01　　t 値数字の白ヌキ＝日本人上司＞現地人上司　　t値数字のアミカケ＝日本人上司＜現地人上司
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日本人上司間に有意差が見られた。もちろん，数
年間滞在するにとどまる日本人派遣者の置かれた
立場とそこに永住する中国人上司の置かれた立場
に相異があるため，日本人派遣者には不利になっ
ている可能性があり，これらの違いは割り引いて
考える必要があり，一般化することは難しい。
ともあれ，現地のビジネス・チャンスが広が�

り，現地人材の確保・育成がますます重要になっ
ていく中，ミドル ･マネジメントの日本人派遣者
は同レベルの中国人上司より多くの点で劣ると指
摘されている。これらは，語学力不足を超えて，
中国をはじめとする新興国市場において日本人派
遣者が多くの課題を抱えていることを示唆してい
る。
他方で，表 8に示されるように，ASEANにお
ける調査結果はこれ以上に厳しくなっていること
は明らかである。有意水準をクリアする項目で見
て中国の状況と著しく異なる点は，トップ・マネ
ジメントにおいても，ミドル ･マネジメントにお
いても，日本人派遣者が現地の同僚を上回る項目
がないことである。トップ・マネジメントにおい
ては，13 項目で日本人派遣者にマイナスの有意
差がある。ミドル ･マネジメントにおいてはさら
に深刻で，実に 44 項目において日本人派遣者は
統計的に有意に劣位に立っており，プラスの項目
は見られない。操業年数の長いASEAN におい
ては現地人材の蓄積が進んでおり，日本人派遣者
への評価も厳しく出やすいためと見られる。それ
にしても，経験豊富なトップ・マネジメントでさ
えもASEANにおいてはもはや優位性を担保で
きなくなってきているだろうかという感慨をわれ
われに与えずには置かない結果である。
表 9に示されるように，インドはサンプルが少

ないこともあり，また操業年数が短いこともあ�
り，有意差のある項目はごく少なく，またその中
でも多くは日本人派遣者の方で高く評価されてい
る。中国における状況と一部通底するものがある
と見られる。

Ⅴ　む�す�び

本稿では，日本企業が海外で様々な課題を抱え
る中で，特に親会社から海外オペレーションを預
かる日本人海外派遣者に焦点を当て，これまでの
海外派遣者はどのような人材で，どのような役割
を果たし，そして，どのような課題に直面してい
るのかを検討してきた。
調査結果によると，とりわけミドル・マネジメ
ントとして派遣されている日本人派遣者は同レベ
ルの現地人上司と比べて，業務遂行能力，リー�
ダーシップ能力，部下育成能力などにおいて劣る
と指摘されていた。旧ASEAN 諸国ではとりわ
け厳しく，トップ・マネジメント層までが厳しい
評価となっていた。これらは，語学力不足を超え
て，日本人派遣者が多くの業務上の課題を抱えて
いるのみならず，現地スタッフのモチベーション
の維持，人材の採用・確保においても厳しい状況
にあることを示唆している。
すなわち，操業年数の比較的長い旧ASEAN
諸国においては現地人材の蓄積が進んでおり，経
験豊富な日本人トップ・マネジメントさえももは
や優位性を担保できなくなってきている面が少な
くなかったのである。最近の筆者のヒアリング経
験によると，タイの日系企業においては，A損
保企業や B精密機器メーカーにおいてはタイ人
社長が生まれており，他の多くの日系企業におい

表 9　インド人部下から見た直属上司の国籍別評価（t 検定結果）

トップ・マネジメント（n=79） ミドル・マネジメント（n=76）
日本人�n=55
（標準偏差）

現地人�n=24
（標準偏差） t�値 日本人�n=29

（標準偏差）
現地人�n=47
（標準偏差） t�値

部下のアイディアや提案をよく聞いている 4.35�（0.73�） 3.79�（1.22�） 2.51 * 4.03�（0.78�） 4.04�（0.95�） − 0.04�
意思決定に当たり，周囲の意見を取り入れる 4.16�（0.81�） 3.58�（1.21�） 2.50 * 4.04�（0.92�） 4.00�（0.93�） 0.16�
あらゆる状況において，冷静に対応できる 4.20�（0.80�） 3.71�（1.00�） 2.13 * 4.10�（0.98�） 4.02�（0.97�） 0.36�
対外交渉力が強い 3.80�（0.80�） 4.38�（0.88�） − 2.75�** 3.83�（0.71�） 4.17�（0.93�） − 1.72�
顧客を大事にしている 4.67�（0.70�） 4.38�（0.97�） 1.36� 4.48�（0.63�） 4.13�（0.85�） 2.08�*

注：*P ＜ 0.05　**p ＜ 0.01　　t 値数字の白ヌキ＝日本人上司＞現地人上司　　t値数字のアミカケ＝日本人上司＜現地人上司
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ても日本人の役割を，現地人ライン・マネジャー
に対する技術的・経営的サポート役，世界本社や
本社直属の R&Dセンターとの連携役に徹してい
るところがきわめて多くなってきている。
さて，これまで見てきた調査結果は，部下の評
価によるものであり，調査技法の制約上，現地法
人の組織的特性，上司のこれまでのキャリアなど
の属性が十分には捉えられていないため，その面
からの分析はほとんど出来ないという制約が残っ
たことは否めない。また，統計的に有意ではない
ので本稿では触れないできたが，日本人海外派遣
者が一貫して現地人上司より高く評価されている
項目として，①責任感が強い，②他部門の悪口を
言わない，③自分がミスをしたときは素直に認め
る，④規則を尊重し適切に行動する，それに⑤顧
客を大事にしているという 5項目がある。コンプ
ライアンスの尊重や真面目さ，さらには人徳とい
う特質は日本人派遣者の長所として特筆できるで
あろう。他方で，有意性に欠ける場合もあるが，
共通して現地人上司より低く評価される項目とし
て，①対外交渉力，②人脈の広さなどがある。さ
らに，現地の上司との比較はされていないが，①
派遣国の文化や風俗習慣を理解している，②派遣
国の商慣行をよく理解しているという 2項目のス
コアが全項目の中でも最も低いものであったこと
も，今後の日本人派遣者の現地での行動姿勢に一
定の示唆を与えるものであろう。
いずれにせよ，上記の結果は，これまで多くの
日系企業に見られた「二国籍企業」という人材活
用，統治の形態が，今後，「多国籍企業」型に移行�
し，その結果，事実上アジアを中心とする企業グ
ループ内労働市場が形成される可能性が高まって
きていることを示している 4）。
日本人海外派遣者の育成策について私見を述べ
ると，若いうちから各種のリーダーシップ能力や
異文化適応能力などのコンピテンシーを高めるべ
く，教育訓練計画とキャリア設計の仕組みが必
要である。若いスタッフを先進国のみならず新興
国などに積極的に派遣することである。また若い
うちから最終意思決定に加わる訓練をキャリアに
組み込んで行くべく工夫する必要がある。これら
の投資は「グローバル人材」の層を厚くし，後ほ

ど彼らが海外赴任者として海外勤務する場合に，
ミッションの達成度が高いという形で報われるの
ではないだろうか。
結論として，アジア新興国市場での人材マネジ
メントがさらに重要性を増す中，日本人派遣者，
現地スタッフの双方を含む広義のグローバル人材
マネジメント・システムを早急に構築する必要性
が日本企業に課されている。特に，日本人の海外
派遣への過重な依存から脱却し，本社での外国籍
スタッフの主要部門での活用や，現地スタッフの
能力をよりグローバルに活用する必要が求められ
ている。その前提として，日本企業は，国の内外
において，企業の魅力を向上させ，人材のモチベー
ションを維持 ･向上できるシステムを提示する必
要がある。
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